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日付：令和6年4月16日 

 

○土浦市指定給水装置工事事業者規程 

平成10年３月31日水道規程第２号 

改正 

平成14年12月27日水道規程第４号 

平成17年３月30日水道規程第３号 

平成18年２月７日水道規程第２号 

平成19年３月30日水道規程第４号 

平成23年２月１日水道規程第２号 

令和元年12月25日水道規程第５号 

令和４年３月31日水道規程第３号 

土浦市指定給水装置工事事業者規程 

（趣旨） 

第１条 この規程は、水道法（昭和32年法律第177号。以下「法」という。）第16条の２第１項の規定

により市長が指定する指定給水装置工事事業者（以下「指定工事業者」という。）に関し必要な事

項を定めるものとする。 

（指定の申請） 

第２条 法第16条の２第１項の指定を受けようとする者は、水道法施行規則（昭和32年厚生省令第45

号）第18条第１項に規定する申請書を市長に提出しなければならない。 

（指定の更新） 

第３条 法第16条の２第１項の指定は、法第25条の３の２第１項の規定により５年ごとにその更新を

受けなければ、その期間の経過によって、その効力を失う。 

２ 前項の更新の申請があった場合において、同項の期間（以下この項及び次項において「指定の有

効期間」という。）の満了の日までにその申請に対する決定がされないときは、従前の指定は、指

定の有効期間の満了後もその決定がされるまでの間は、なおその効力を有する。 

３ 前項の場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期間は、従前の指定の有効期

間の満了の日の翌日から起算するものとする。 

（指定給水装置工事事業者証） 

第４条 市長は、法第16条の２第１項の指定をしたときは、速やかに指定工事業者に対し、土浦市指

定給水装置工事事業者証（様式第１号。以下この条において「指定工事業者証」という。）を交付

する。 

２ 市長は、法第25条の３の２第１項の更新をしたときは、速やかに指定工事業者に対し、土浦市指

定給水装置工事事業者更新証明書（様式第２号。以下この条において「指定工事業者更新証明書」

という。）を交付する。 

３ 指定工事業者は、法第25条の７の規定により事業の廃止を届け出たとき、又は法第25条の11第１

項の規定による指定の取消しを受けたときは、指定工事業者証又は指定工事業者更新証明書を市長

に返納しなければならない。 

４ 指定工事業者は、法第25条の７の規定により事業の休止を届け出たとき、又は次条の規定による

指定の効力の停止を受けたときは、指定工事業者証又は指定工事業者更新証明書を市長に提出しな

ければならない。 

５ 指定工事業者は、指定工事業者証又は指定工事業者更新証明書を汚損し、又は紛失したときは、

市長に指定工事業者証の再交付を求めることができる。 

（指定の効力の停止） 

第５条 市長は、指定工事業者が法第25条の11第１項各号のいずれかに該当する場合において、当該

指定工事業者に特段の事情があると認めるときは、指定の取消しに代えて、６か月を超えない範囲

で期間を定めて指定の効力を停止することができる。 

（公告） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その都度土浦市公告式条例（平成２年土浦

市条例第14号）第２条第２項に規定する市役所前掲示場への掲示により公告するものとする。 
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(１) 法第16条の２第１項の指定及び法第25条の３の２第１項の更新をしたとき。 

(２) 法第25条の７の規定による事業の廃止、休止又は再開の届出があったとき。 

(３) 法第25条の11第１項の規定により指定を取り消したとき。 

(４) 前条の規定により指定の効力を停止したとき。 

（設計審査） 

第７条 土浦市水道事業給水条例（平成10年土浦市条例第12号。次条において「条例」という。）第

７条第２項の規定により設計審査を受けようとする指定工事業者は、給水装置工事設計審査申請書

（様式第３号）を市長に提出しなければならない。設計審査を受けた設計を変更しようとするとき

も、また同様とする。 

（工事検査） 

第８条 条例第７条第２項の規定により工事検査を受けようとする指定工事業者は、給水装置工事検

査申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 指定工事業者は、工事検査の結果、市長から手直しを要求されたときは、市長が指定した期間内

にこれを行い、改めて工事検査を受けなければならない。 

（委員会） 

第９条 次に掲げる事項を審査させるため、土浦市指定給水装置工事事業者審査委員会（次項におい

て「委員会」という。）を置く。 

(１) 法第25条の11第１項の規定による指定の取消しに関すること。 

(２) 第５条の規定による指定の効力の停止に関すること。 

２ 委員会について必要な事項は、市長が別に定める。 

（補則） 

第10条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成10年４月１日から施行する。 

（新治村の編入に伴う経過措置） 

２ 新治村の編入の日前に、新治村指定給水装置工事事業者規程（平成10年新治村水道規程第１号）

の規定によりなされた手続その他の行為は、この規程の相当規定によりなされたものとみなす。 

（土浦市水道事業会計規程の一部改正） 

３ 土浦市水道事業会計規程（昭和42年土浦市水道規程第１号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう〕略 

付 則（平成14年12月27日水道規程第４号） 

この規程は、平成15年４月１日から施行する。 

付 則（平成17年３月30日水道規程第３号） 

この規程は、平成17年４月１日から施行する。 

付 則（平成18年２月７日水道規程第２号） 

この規程は、平成18年２月20日から施行する。 

付 則（平成19年３月30日水道規程第４号） 

この規程は、平成19年４月１日から施行する。 

付 則（平成23年２月１日水道規程第２号） 

この規程は、平成23年４月１日から施行する。 

付 則（令和元年12月25日水道規程第５号） 

この規程は、公表の日から施行する。 

付 則（令和４年３月31日水道規程第３号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 

 



5/8 

様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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